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ページ1

　それでは山田礼子ゼミ、本望班の発表を始めさせていただきます。

ページ2

　私たちがISFJで発表する論文・プレゼンテーションの内容は、「ことばの壁を越えて、夢と希望の持てる人材育成を目指して」というもので、在日外国人の中でもニューカマー外国人にあたる「在日ブラジル人」、その子女の教育に焦点を当てた政策発表です。

在日ブラジル人に教育を行う理由は、また後に触れますが、現行の教育体制には諸問題があると考えるからです。今年、2008年に日伯交流100周年を迎え、日本・ブラジル間の人の移動も活発化したという現在、今の教育の状態では、在日ブラジル人が日本の適応することは難しいと思われます。それを改善するために、在日ブラジル人子女を対象にした教育支援を行います。
ページ3

　論文の大まかな道筋をまとめた図をご覧ください。

　いま日本社会には一定数の外国人が存在しております。今回焦点を当てた在日ブラジル人は、民族的背景を日本に持つ日系人であり、その規模は日本社会において、三番目の数となります。

　彼らは主に、工場などの労働者として雇用され、日本社会で生活しております。米州開発銀行のレポートや、行政による実態調査、新聞記事などを見ますと、近年実質的な定住化が進んでおります。在日ブラジル人の多く住む自治体などでは、彼らを受け入れる施策がすでに進行中です。行政などが発刊するポルトガル語の情報誌、ポルトガル語のテレビ番組の提供や、在日外国人を対象にしたビジネスなど、自治体規模では、彼らの実質的な定住化に対して、さまざまな方策がとられております。
　私たちが今回注目する「在日ブラジル人子女の教育」というものは、そういった試みの中の一つです。将来の労働力人口の減少、移民受け入れ1000万人計画の提唱といった政治の動きなどを考えると、今後日本社会が多文化・多文化共生社会になりうるであろうと私たちは考えました。実際に、多文化・多文化共生社会というものは、すでに日本の至る所で起こりえています。
　多文化社会へ向かっていくこの現状を考えたとき、なし崩し的に共生していくだけでは不十分です。対処療法的な政策だけでなく、長期的な視点に立った政策を実行すべきです。現在の日系人の流入は予想を超えるものでしたが、逆にこれを好機と捉え、日本社会に適応でき活力となれる人材育成を目指す――在日ブラジル人に対する教育政策はそうあるべきだと私たちは考えます。

ページ4

　まず在日ブラジル人の増加の背景を簡単にご説明致します。

　1989年の入管法改正により在留資格「定住者｣が創設されました。これは日系三世とその配偶者・子どもに対し、1年から3年の長期滞在を認める査証のことです。この在留資格は単純労働への就労を認めるもので、在日ブラジル人の「デカセギ｣を生む結果となりました。

　現在では外国人登録総数は30万人を越え、一部で定住化が進んでおります。

ページ5

　こちらが2007年度の在日外国人の概観です。

　円グラフの黄色の部分がブラジル人を示しています。

　左の図をご覧ください。総数で見ますと日本国内で三番目の数となりますが、右のグラフを見ますと、こちらは「定住者」資格のみをグラフ化したものですが、先ほど申し上げた通り「定住者」の過半数をブラジル人が占めていることが分かります。

ページ6

　在日外国人の分布には「地域性｣があります。

　日本のすべての地域で一定の数、在日ブラジル人が存在しているわけではありません。

　こちらは、上のグラフは大阪府大阪市の外国人登録人口を示したもので、下のグラフは静岡県の浜松市の外国人登録人口を示したものです。

　地域によって多数派が異なることが分かります。
　この地域性とは、日系ブラジル人が極端に多い地域と少ない地域があるということを表しています。このことから、国家が主体となった外国人教育問題の対策は難しく、各自治体での対応を施す必要があります。

ページ7

　次に在日ブラジル人子女の教育事情を見ていきます。

　在日ブラジル人子女は地域の公立学校か、私立のブラジル人学校に通うことになります。

ページ8

　ブラジル人学校は全国で51校ありますが、ここでは岐阜県大垣氏のHIRO学園を一例として紹介させていただきます。

　HIRO学園は、ブラジル人学校としては珍しく、各種学校指定を受けている外国人学校であります。幼小中高すべての学年に対して教育が行われています。岐阜県から1400万円の助成金を受け、また企業からも寄付金を受けて、運営されております。

　HIRO学園はブラジルの教育省の認可を受けており、そのためカリキュラムなどはブラジルの教育に準拠するものとなります。教授言語はポルトガル語で、国語つまりポルトガル語ですが、授業時間は年間200から300時間、一方日本語や英語の授業時間は、40から80時間となります。

　主にブラジルに帰国する人を対象としているようです。2007年までの卒業生はブラジルの大学に進学致しました。

　ブラジル人学校全般に言えることとなりますが、授業料の高額さが一つの問題として挙げられます。具体的に言いますとHIRO学園ならば34000から45000円となります。
　もう一つが教育設備の不十分さです。HIRO学園は、各種学校規定を満たしている珍しい例ですが、他のブラジル人学校も同じ、というわけには参りません。
ページ9

　次に在日ブラジル人の凡そ半数以上が通うとされる公立学校を見ていきます。

　２つの都市を例に挙げますが、どちらも外国人集住都市会議に参加しており、市の登録外国人数はブラジル人がトップとなっている都市です。
ページ10
　一つ目は群馬県大田市です。
　群馬県大田市は「定住化に向けた外国人児童・生徒の教育特区」に認定されております。

　主だった施策として、ブロック校を設置し、バイリンガル講師を配置していることが挙げられます。ブロック校とは、まず市を複数のブロックに分け、そのブロックの中でいくつかの学校に、外国人の教育支援に力を入れることを定めます。これによって、外国人の子女がよい教育を受けられることとなるのですが、その学校のことをブロック校と言います。大田市のバイリンガル講師は、日本語検定1級程度の能力を持つ者のことで、現在8名採用されております。JICAやブラジル日本語センターの協力を得ています。

　習熟度別クラスや、土曜日の補充授業、長期休暇の補習授業、プレスクールなどが行われています。

ページ11

　二つ目は静岡県浜松市です。

　浜松市は日本で最も多くのブラジル人が集住する地域です。

ここでは、加配制をとっています。加配制とは、日系外国人支援のために、各学校に特別に教員を派遣し、教育することをいいます。ご覧のような形で外国人の児童を正規の授業とは別のクラスで行う、「取り出し授業」を行っております。

　一例を挙げますと、浜松市立遠州浜小学校の場合、外国人児童78名に対し、日本語を担当する加配教員が2名、市費による外国人児童就学支援員としてポルトガル・スペイン語の堪能な常勤職員が1名配置されております。しかし、これは外国人生徒が多い学校に偏って実践されており、すべての子どもたちに共通して提供されているとは言いがたい現状があります。
（新スライド）
これまで、ブラジル人学校と公立学校の２つにおける支援の内容を見てきましたが、それぞれ問題点が浮かびました。ブラジル人学校では、授業料が高額である・教育施設が不十分である・教師獲得が困難であるなどが挙げられます。一方公立学校の問題点は、外国人児童が少ない学校における施策が無視されがちであるというものです。私たちは、この状況では満足に教育が受けられている外国人子女が一握りしかいないということは問題であると考えました。

しかし、私たちの提言は、ブラジル人学校・公立学校の両方の改善を計画するものではありません。公立学校での支援に、政策対象を限定します。その理由は、一般にデカセギによって日本へ来た労働者は底辺労働者であり、経済的に豊かではないためです。ブラジル人学校での教育支援を行っても、そこへ通う経済力がなければ、教育問題の根本的な解決にはならないと考えました。そのため、公立学校での在日ブラジル人教育支援を中心に考えていきます。

ページ12
　私たちが考える教育政策の骨子についてご説明致します。

　まず私たちが考えている政策は教育政策、在日ブラジル人子女に対する公教育政策です。公教育という分野ですので、日本の税金を使って行うことから、今後日本社会で適応し活躍できる人材の育成ということが骨子の一つとなります。
　「日本社会に適応でき活躍できる人材とは何か」と考えると、その要件の一つに、日本語の獲得・習得が挙げられます。生活言語として獲得するだけでなく、学習言語として獲得することが肝要です。
　また「学歴」は「職歴」に並ぶキャリアの一つとして考えます。知識基盤社会・高度人材育成といった観点からも今後日本社会では学歴は重視されるものと見ています。一般の日本人とは違うバックグラウンドを持った在日ブラジル人子女の持つ将来の可能性にも期待しておりますし、また彼らが日本語を使えることでコミュニケーションがはかれるなど地域社会に良い影響が与えられるものと期待しております。
　具体的にどのような提言を行うか説明致します。

　まず予算と人材資源の集中化を基本として考えます。場当たり的な、対処療法的な政策では不十分だからです。長期的な、組織的な政策の実行をするためには、まとまった予算と人材の集中が必要だと考えます。
　一つ目は、加配制ではなく、重点校もしくはセンター校を設置することを基本とします。重点校とは、先ほどの太田市のブロック校と同様の働きをする学校を想定しています。各学校ごとに数名ずつ外国人自動支援の教員を派遣していては、多大なコストがかかります。そこで、地域にある複数の公立学校の中から１つを選び、そこで集中的な教育支援を行います。そうすると、人件費も少なく、ブラジル人子女も、外国人教育の組織と化した学校からよい教育を受けられるようになります。加配教員の配置は「単年度単位」であるために、次年度も継続的に行えるかは不明であり、長期的視点に立った計画の立案が困難だからです。また配置される人数が少ないことから、学校内でのバイリンガル教師や日本語補助教員、一般の教員同士で協力体制が取りにくくなるという点からも、重点校の設置を提言に盛り込みたいと考えております。
　在日ブラジル人子女の教育を行うためには、橋渡しとなるバイリンガル教員が必要不可欠であり、これらの獲得や獲得方法についても注目致します。たとえば、JICAなどの機関などの協力を得る、他の地域の学校と連携体制を作る、日本とブラジルで人材交流を行う、公共メディアで募集をするなど、さまざまな方法が考えられますが、そういったことについても一つ言及したいと考えております。

ページ13

　最後に政策提言の内容についてご説明致します。

　外国人集住都市会議に参加している都市、特に愛知県豊橋市をモデルに政策提言を行います。豊橋市の規模（人口や集住地区や学区）を参考に、政策内容を決定し、その実現可能性についても考えます。
　既存の学校を重点校とし、そこを補習プログラムなどの拠点とすることが大枠となりますが、学校へのアクセス、そして在日ブラジル人子女を受け入れる上で特に問題となっていること、つまり言語の問題に注目し、静岡県浜松市のような段階を追ったカリキュラムの編成などを考えます。初等教育に対する政策案を打ち出す理由としては、上記以外で、初等教育の在学数が最も多いことと、言語獲得教育は低年齢から行うと良いとされている、という点も挙げられます。

　言語教育の研究などで主張されているアプローチを参考に政策を練り上げていこうと考えております。

　発表のほうは以上となります。

　ご静聴ありがとうございました。
